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3.4.3 地震動による木造住宅の崩壊現象に関する調査分析ならびに崩壊解析手法の構築 
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(1) 業務の内容 
 
(a) 業務題目 地震動による木造住宅の崩壊現象に関する調査分析ならびに崩壊解析手法

の構築 
 
(b) 担当者 

所属機関 役職 氏名 メールアドレス 
(株)日本システム設計 
(株)日本システム設計 
(株)日本システム設計 

専務取締役 
主任 
 

三宅 辰哉 
河尻 出 
五十嵐 冬人 

miyake@nittem.co.jp 
kawajiri@nittem.co.jp
igarashi@nittem.co.jp

 
(c) 業務の目的 
 木造住宅の地震動による応答状態を倒壊に至るまで時系列的に追跡することのできるプロ

グラム(木造住宅倒壊シミュレーションソフト)の開発が本業務の主要な目的である。本業務
と並行して行われる各種振動台実験、静的実験の結果および文献調査等により必要な部材・

接合部の構造特性が得られ、解析の精度は振動台実験結果との比較により検証される。本プ

ログラムはＥ－ディフェンスにおける三次元震動破壊実験の試験体策定等の実験計画および

実験結果分析に利用される。また、個別の木造住宅の倒壊挙動を提示することは耐震改修の

動機付けとなり、耐震改修の促進に寄与すると期待できる。 
 
(d) ５ヵ年の年次実施計画（過去年度は、実施業務の要約） 

1) 平成１４年度：  
① 木造住宅の倒壊パターンについて、地震被害報告書等の文献調査により数種類に分
類されることを確認した。並行して行われた中規模振動台実験の結果はそのいずれに

も該当しない。その理由の一つとして非構造壁の水平耐力が挙げられる。 
② 木造住宅の部材・接合部の応力変形特性については大変形領域に渡る情報は皆無で
あり、今後、本プロジェクトに関連して行われる各種実験の結果から新たに特性を

評価する必要性が確認された。 
③ 倒壊応答解析の基礎理論を構築し、試解析によりその有用性を確認した。 

 
2) 平成15年度： 
① 文献調査および中規模震動台実験結果から必要な構造特性を得るとともに、木造住宅
の崩壊パターンを特定する。 

② 倒壊応答解析の基礎理論を拡張してより汎用性の高い倒壊応答解析用振動モデルを
構築し、テストプログラムを作成する。 

③ データ入出力に関するグラフィック化の基本方針を策定する。 
 
3) 平成16年度： 
① 解析結果を既往の震災例、実験例と比較して、応答解析の精度を確認する。必要に応
じて振動モデルの修正を行う。 
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② 解析プログラムの入出力のグラフィック化を行い、汎用化する。 
 
4) 平成17年度： 
① 開発した解析プログラムにより、Ｅ－ディフェンスで行われる木造住宅の崩壊振動
実験の結果予測を行う。 

② 解析値と実験結果の比較により解析精度を確認する。 
 
5) 平成18年度： 
① 開発した解析プログラムにより、Ｅ－ディフェンスで行われる耐震補強木造住宅の
振動実験の結果予測を行う。 

② 解析値と実験結果の比較により解析精度を確認する。 
 
(e) 平成 1５年度業務目的 

① 中規模震動台実験等の結果に基づいて、本数値シミュレーションが対象とする崩壊
パターンおよび耐力壁・接合部等の仕様を特定する。 

② 中規模震動台実験等の結果を用いて、必要な耐力壁・接合部等の応力変形特性を評
価する。 

③ 平成14年度の作業による基礎理論に曲げ要素(梁要素)の追加、および要素の分離・
飛散現象解析機能の追加を行う。 

④ 解析結果の三次元アニメーション化を試行する。 
⑤ 検討過程の必要に応じて、演算の高速化を目的としたプログラムコードの具体的記
述方法等について検討する。 

 
(2) 平成 1５年度の成果 
 
(a) 業務の要約 

震災被害事例および昨年度の中規模震動台実験結果を参考にして、木造住宅の地震時倒

壊パターンを仮定し、解析モデル設定方針を設定した。この設定方針に基づき、部材の分

離･飛散現象の追跡を目的として、昨年度構築した倒壊応答解析の基礎理論を拡張した。

本拡張理論による解析モデルはトラス要素、並進バネ要素、回転バネ要素等によって構成

される。本拡張理論に基づく応答解析結果は中規模振動台実験の結果に良好に一致するこ

と、部材の分離･飛散現象が追跡可能であること、および復元力パラメータのわずかな違

いにより崩壊パターンは大きく変化することが確認された。 
また、解析結果の三次元アニメーション表示を試行した。柱･梁･筋かい部材を直方体と

して表示し、陰影をつけることで視認性が高くなることが確認された。 
 
(b) 業務の実施方法 

1) 解析モデル設定方針 
 震災被害事例および昨年度の中規模振動台実験結果を参考にして、木造住宅の地震倒壊

パターンを特定して解析モデル設定に関する仮定を設ける。この仮定に基づき、特定され
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た倒壊パターンを追跡し得ることを条件として、節点･要素の配置方法等の解析モデルの設

定方法を設定する。 
 

2) 倒壊応答解析理論 
昨年度の倒壊応答解析基礎理論を拡張して、上記の解析モデルに対応した応答解析理論

を構築する。また、理論構築･プログラムコードの記述に際して演算の高速化に留意する。 
 

3) 解析結果のアニメーション化に関する基礎的検討 
既往のソフトウェアを利用して、解析結果を三次元アニメーションとして表示し、解析

結果の表現方法に関する基礎的検討を行う。 
 

4) 試解析 
中規模振動台実験の試験体に相当する解析モデルを用いて倒壊応答解析を行い、解析結

果を実験結果と比較して解析の精度を検証する。また、解析モデルのパラメータを調整し

て多用な倒壊挙動を再現する。 
 
(c) 業務の成果 
1) 解析モデル設定方針 
a) 解析モデル設定上の仮定条件 
 震災被害事例 1)および昨年度の中規模振動台実験結果を参考にして、解析モデル設定に

関する仮定を次のように設ける。 
①解析モデルに取り入れる水平耐力要素として下記のものを想定する。 

筋かい、土壁等(土壁、面材張り壁、木ずり壁) 
②土壁等に接する柱は壁材により耐力壁両側の柱は耐力壁面内の変位を拘束される(柱
拘束力) [写真 1,2]。壁材は筋かいの踏み外し等により部分的に破壊されるが[写真 3]、
その段階では柱拘束力を保持する。 
③土壁等はその仕様に応じて定まる限界せん断変形角に達した時点で柱拘束力を喪失す

る。 
④ラスモルタルも復元力を有する。所定のせん断変形角に達した時点で復元力を喪失し、

その後、剥落する[写真 4]。 
⑤通し柱には上下階の層間変位の差に応じた曲げ応力が生じる。曲げ応力が断面形状･

材料に応じて定まる曲げ強さに達した時点で折損し、曲げ耐力を喪失する(ピン接合と
なる)。その後、限界曲げ変形角に達した時点で破断する[写真 5]。 

⑥梁せいが一定以上の場合、管柱-梁接合部は曲げに対する剛性・耐力を有する[写真 6]。 
⑦土壁等による腰壁・小壁も復元力を有する。まぐさ・窓台レベルにおける柱の折損を

通し柱と同様に考慮する[写真 7]。 
⑧柱脚・柱頭接合部は所定の引張変形量に達した時点で XYZ 全方向の耐力・剛性を喪失
する。ただし、柱拘束力を有する壁が当該柱の XY 両側に接している場合は圧縮耐力
は保持する。 
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写真1 木ずりによる柱拘束

写真3 筋かいによる木ずり破壊

写真2 土壁による柱拘束 

写真4 ラスモルタルの剥落 

写真5 通し柱の曲げ破壊 写真6 管柱頭部の曲げ破壊 

写真7 管柱の曲げ破壊
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b) 解析モデルの設定方法 
ⅰ) 概要 
任意の鉛直構面に対する解析モデルフレームを図 1 のように構成する。節点は図中※印

のように横架材芯レベルに設定する他、柱脚･柱頭接合部の変形と破断を表現するために図

中＊印のように柱端部レベルにも節点を定義する。なお、実際の解析モデルでは柱端部レ

ベルの節点の高さは横架材芯レベルと同じとする。全ての部材を両端ピンの軸力要素とす

る。柱は通し柱も含めて横架材間に設定し、柱頭・柱脚には図 2 のように材端バネ要素を
配置する。筋かいは引張筋かいと圧縮筋かいを二重に設定し、それぞれ引張、圧縮変形に

対してのみ耐力・剛性を与える。土壁等、水平構面はたすき掛けブレースに置換し、面材

等壁両端の柱の脚部･頭部は柱拘束材で繋ぐ。柱梁ラーメン効果もブレースに置換する。こ

の他、横架材、通し柱および開口部に接する管柱の曲げ耐力・剛性を表現するために棒要

素と回転バネ要素からなる多節点曲げ要素を配置する。 
質量は支点以外の全ての節点に設定する。柱端部レベル節点の質量は柱材質量の 1/2 お

よび解析可能な最小質量の大きい方とする。横架材芯レベル節点の質量は当該レベル水平

面において節点間距離を 1/2 に分割する線分により区画される部分に含まれる床･屋根･外
壁の重量に相当する値とする。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図1 解析モデルの構成

図2 材端バネ要素の構成
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ⅱ) 部材のモデル化 
①通し柱･管柱 
通し柱･管柱の軸部は軸力要素とし、図 3(a),(b)のように柱端部レベルの節点間に定義す

る。材端には引張力・圧縮力による接合部の変形･破断を考慮するために材端バネ要素を横

架材芯レベルと柱端部レベルの節点間に定義する。軸力要素の軸剛性は線形とし、軸部の

破断は考慮しない。材端バネ要素の x(柱材軸)方向バネの応力変形関係は非線形とし、復元
力モデルは接合部の仕様に応じて実験結果等に基づいて設定する。y,z(柱材軸直交)方向バ
ネは剛相当の線形剛性を与える。x,y,z 方向バネは x 方向バネの引張変形が限界変形に達し
た時点、または柱材が接合される横架材との相対変形角が限界変形角に達した時点で同時

に破断する。ただし、木ずり・ボード等のように柱拘束力を有する壁が当該柱の XY 両方
向に取付いている場合は、いずれかまたは両方向の柱拘束力が失われるまでは x 方向バネ
は圧縮耐力を保持し、y,z 方向バネは剛性を保持する。 
この他、通し柱については柱材の曲げ耐力・剛性を表現するために図 3(b)のように棒要

素と回転バネ要素からなる多節点曲げ要素を柱端部レベル-横架材芯レベル-柱材芯レベル
節点間に定義する。棒要素の軸剛性は 0、曲げ剛性は無限大とし、回転バネの x 軸(柱材軸)
回りの回転剛性は 0、y,z 軸回りは柱材の曲げ剛性に相当する回転剛性を与える。y,z 軸回
りの回転バネは曲げ応力が曲げ強さに達した時点、または材端バネ要素の破断により上下

の軸力要素が分離した時点で破断する。また、柱が開口部に接する場合は図 3(c)のように、
まぐさ･窓台レベルで軸力要素を分割し、多節点曲げ要素を柱端部レベル-窓台レベル-まぐ
さレベル-柱材芯レベル節点間に定義する。 
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②横架材 
横架材は図 4 のように横架材芯レベル節点間に軸力要素として定義する。材端接合部の

破断は考慮しないこととし、材端はピン接合とする。材中間に節点が存在する場合は通し

柱と同様に、横架材の曲げ耐力･剛性を表現するために多節点要素を配置する。多節点曲げ

要素を構成する回転バネの回転剛性は、y 軸回りと z 軸周りで異なる値を設定すると解析
誤差が大きくなることが確認されたので、両者とも横架材の強軸回りの曲げ剛性に相当す

る値とする。曲げ強さは y,z 軸回りで異なる値としても解析上の支障はないが、ここでは
両者とも強軸回りの曲げ強さとする。 

 
 
 
 
 
 
 
 

③筋かい壁 
一つの片筋かいを図 5 のように引張筋かいと圧縮筋かいに分け、それぞれを軸力要素と

して定義する。引張筋かいは柱端部レベル節点間に配置し、圧縮筋かいは横架材芯レベル

節点間に配置する。この軸力要素の応力変形関係は非線形とし、復元力モデルは耐力壁の

せん断実験結果等に基づいて設定する。引張筋かいは引張変形のみ、圧縮筋かいは圧縮変

形のみに対して復元力を有し、いずれか一方が限界変形に達して耐力を喪失した時点で他

方も耐力を喪失する。筋かいの飛散仮定を追跡する場合は、引張筋かいが耐力を喪失した

時点で引張筋かい両端に解析可能最小質量を有する節点を新たに定義し、その時点の両端

の節点の応答値を初期値として別途解析する。 
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④筋かい･土壁･面材張り壁･木ずり壁 
図 6のように柱端部レベル節点間および横架材芯レベル節点間に軸力要素をたすき掛け

に配置する。前者を横架材芯間要素、後者を柱端部間要素と称する。これらの軸力要素の

応力変形関係は非線形とし、復元力モデルは耐力壁のせん断実験結果等に基づいて設定す

る。この他、柱拘束力を線形剛性を有する軸力要素による柱拘束材としてモデル化する。

柱拘束材は接する柱材との相対変形角が限界変形角に達した時点で耐力を喪失する。 
 壁へ伝達されるせん断力のうち、横架材を介するものは横架材芯間要素により表現され、

柱材を介するものは柱端部間要素により表現される。したがって木ずり壁のように壁への

せん断力伝達が柱のみを介して行われるものについては横架材芯間要素は不要である。面

材張り、土壁等およびラスモルタル当の非構造壁については、壁せん断力のうち横架材お

よび柱材を介する成分を把握して横架材芯間要素および柱端部間要素の復元力モデルを適

切に設定する必要がある。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

⑤小壁･腰壁 
土壁等による小壁･腰壁は上記④と同様に図 7 のように二重たすき掛け軸力要素として

モデル化する。まぐさ･窓台は線形剛性を有する軸力要素とし、両端に材端バネ要素を配置

する。x(材軸)方向バネの応力変形関係は非線形とし、復元力特性は実験結果等に基づいて
設定する。y,z(材軸直交)方向のバネは当初剛相当の剛性を有し、x 方向バネが引張耐力を
喪失した時点で y,z 方向バネも耐力を喪失する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図6 筋かい･土壁･面材張り壁･木ずり壁のモデル化 

図7 小壁・腰壁のモデル化
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⑥柱梁ラーメン効果 
ラーメン効果は図 8 のようにブレース置換により表現することとし、ラーメン効果が起

因する柱梁接合部に接続する横架材上の最寄りの節点および柱材の端部節点間に軸力要素

を配置する。この軸力要素の応力変形関係は非線形とし、復元力モデルは柱梁接合部の曲

げ実験結果等に基づいて設定する。本要素は復元力モデルの限界変形に達するかまたはラ

ーメン効果が起因する柱梁接合部の材端バネ要素が破断した時点で耐力を喪失する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

⑦水平構面 
耐力線上の横架材で囲まれる矩形内にたすき掛けでブレース材を配置する。当面このブ

レース材には線形剛性を与える。 
 

⑧接地反力 
分離・倒壊によって節点の Z 座標 iz が 0 以下となる場合は、当該節点は接地したものと

みなして、Z 方向に接地剛性 LK で支持されるものとする。接地反力は iL zK ⋅− となり、これ

に摩擦係数 Lµ を乗じた摩擦力を水平方向に考慮する。解析の発散を防止するために、 

iL mK ⋅= κ  (1) 
ここで、 κ：係数 

im ：接地した節点の質量 
とし、 κは接地剛性として妥当であり、かつ解析可能な値とする。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図8 柱梁ラーメン効果のモデル化 
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ⅲ) 復元力特性のモデル化 
要素の復元力モデルを次のように設定する。これらの設定は今後の実験結果等により変

更することがあり得る。 
 

①柱･横架材 
軸部に相当する軸力要素の軸剛性は線形とし、部材の断面積と材料のヤング係数を用い

て算定する。曲げ剛性･耐力を表す多節点バネ要素を構成する回転バネの剛性も線形とする。

回転バネの剛性と曲げ強さは断面形状、ヤング係数および基準強度に基づいて算定する。 
 

②筋かい壁･木ずり壁 
筋かい壁･木ずり壁の復元力モデルは図 9 に示す真柄モデル 2)とする。筋かいは引張･圧

縮筋かいそれぞれの耐力に図 9 下段の耐力係数を乗じる。なお、大変形を考慮して耐力壁
等の水平力 P・水平変形 ∆と置換ブレースの軸力 T・軸変形 δ に次の関係を設定する。図

10 の応力・変形状態について 

 2222 2 WHWWH +−∆++=δ  (2) 

 P
W

WWHT
∆+

∆++
=

222

 (3) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

4sδ−  

耐力係数

変形 

圧縮筋かい

引張筋かい

22 , ssP δ 33 , ssP δ

11, ssP δ
4sδ特定点 spP

maxδζδ ⋅=M

maxδ
tP

tP⋅α

rδ
rδβ ⋅

maxδγ ⋅−

maxδ−  

Mδ−  0K

骨格曲線

復元力

変形 

0K

0.001
1.0 

H

W

T P

∆

l

0l

0ll −=δ

図10 耐力壁等と置換ブレースの応力･変形

図9 耐力壁･水平構面の復元力モデル



 - 548 -

③柱梁ラーメン効果 
柱梁ラーメン効果の復元力モデルを図 11 に示す。本モデルは真柄モデルの 1sδ± 以下の領

域における履歴則を変更したものである。柱梁架構の水平力 P・水平変形 ∆と置換ブレー

スの軸力 T・軸変形 δ の関係は②と同様である。 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
④柱脚･柱頭接合部(材端バネ要素) 
柱脚･柱頭接合部に配置する材端バネ要素の復元力モデルを図 12 に示す。正(引張)方向

はトリリニアスリップ、負(圧縮)方向は非線形弾性とする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

22 , ssP δ
33, ssP δ

骨格曲線

復元力

変形

11, ssP δ

×
cδ

cK  81/cK
27/cK
9/cK3/cK

22 , ssP δ 33, ssP δ

特定点 11, ssP δ

4sδ

tP

tP⋅α

骨格曲線

復元力

変形

rδ
rδβ ⋅

rK

図11 柱梁ラーメン効果の復元力モデル

図12 柱材端バネ要素の復元力モデル
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2) 倒壊応答解析理論 
a) 振動方程式 
 軸力要素(トラス要素)によって構成される立体フレームの大変形と P-Δ効果を考慮した
時刻歴応答解析理論 3)に準じて木造軸組構法住宅の崩壊解析の基本理論を次のように設定

する。 
 微小時間 t∆ 内で構造物の瞬間接線剛性が一定であるとすると、応答変位増分に対して(4)
式の振動方程式が成り立つ。変数名添え字と時刻の関係は図 13 のように設定する。 

111 }{}{}{][}{][}{][ +++ −=+∆⋅+⋅+⋅ nnnnnnn QFUKUCUM &&&  (4) 
ここで、 ][M ：節点質量マトリクス 

 nC][ ： ntt = ～ 1+nt 間の減衰マトリクス 
 nK ][ ： ntt = ～ 1+nt 間の接線剛性マトリクスで、 ntt = の変形状態

に基づいて作成する 
 nnn UUU }{}{}{ 1 −=∆ +  
 nU}{ ： ntt = の節点変位ベクトル 
 nF}{ ： ntt = の応力ベクトル 
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⎢
⎢

⎣
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MQ

nZ

nY
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n
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1.

1.

1
100
010
001

][}{
&&

&&

&&

K

 

 1. +nXa&& , 1. +nYa&& , 1. +nZa&& ： 1+= ntt における X,Y,Z 方向の地動の加速度 
 g：重力加速度 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
回転自由度は考慮しないので、一つの節点につき X,Y,Z 方向並進の 3 自由度が与えられ、
時刻歴応答解析で考慮する節点数を Nとすれば、節点質量マトリクス ][M 、減衰マトリク

ス nC][ および接線剛性マトリクス nK ][ の次数は N⋅3 となる。 nK ][ の設定方法は c)項で述べる。 
 減衰マトリクス nC][ は次式の瞬間剛性比例型とする。 

nn KhC ][2][
1

⋅=
ω

 (5) 

ここで、 h：減衰定数 
 1ω ：初期剛性による 1 次固有円振動数 

応力ベクトル nF}{ は(6)式のように ntt = の全体座標系要素応力ベクトル neF }{ を計算し、こ

図13 変数名添え字と時刻の関係

2t ～ 3t 間で 
2][C , 2][K , 2}{ U∆  

2t で 
2}{F , 2}{Q , 2}{U , 2][T

0 
1 

2
3
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れを全要素について積算して求める。 

n
T
nne fTF }{][}{ ⋅=  (6) 
ここで、 nT ][ ： ntt = における当該要素の座標変換マトリクス 

nf }{ ： ntt = における当該要素応力ベクトル 
軸力要素の場合は応力ベクトルは軸方向成分のみであり、 itt = ～ 1+it 間の伸び(要素長の

増分)に接線軸剛性を乗じたものを順次加算して ntt = の軸方向応力が算定され、それを(6)
式により全体座標系に変換すれば、 ntt = の変形状態に対応した neF }{ が正しく求められる。

ただし、(4)式に示すように 1+= itt における節点座標は itt = の変形状態に基づく接線剛性マ

トリクスを含む振動方程式を解いて求められる。したがって(6)式の neF }{ には ntt = と 1+= ntt

における変形状態の差異による不釣合い力が含まれ、それは次ステップで解消される。 
本解析理論では軸力要素以外の要素も扱う。軸力要素以外の要素応力ベクトルは次のよ

うに算出する。 

( )∑
−

=

∆⋅=
1

0

}{][}{
n

i
iin ukf  (7) 

ここで、 ik][ ： itt = における当該要素の要素接線剛性マトリクス 

iu}{∆ ： itt = ～ 1+it 間の当該要素増分変位ベクトル 

iu}{∆ は次のように iU}{∆ を 1][ +iT により要素座標系に変換して得られる。 

iii UTu }{][}{ 1 ∆⋅=∆ +  (8) 
ここで、 iU}{∆ ： itt = ～ 1+it 間の全体座標系増分変位ベクトル 

 iii UUU }{}{}{ 1 −=∆ +  
(8)式は微小変形仮定に基づく近似解であり、誤差を含む。したがって時刻歴応答解析の過
程で誤差が累積するので注意が必要である。 

 
b) 振動方程式の解法 
ⅰ) 解法の基本 
 Newmarkβ法に基づいて次の連立一次方程式を設定する。 

}{}]{[ 1 BUA n =+
&&  (9) 

ここで、 

nn KtCtMA ][][
2

][][ 2 ⋅∆⋅+
∆

+= β  

nnnnnnnn FQUKtCtUKtCB }{}{}{][
2
1][

2
}){][]([}{ 1

2 −−⋅
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⋅∆⋅⎟
⎠
⎞

⎜
⎝
⎛ −+⋅

∆
−⋅∆+−= +

&&& β  

(9)式を解いて 1}{ +nU&& を求め、 
}{][}{ 1

1 BAU n
−

+ =&&  (10) 

1}{ +nU&& を(11)式、(12)式に代入して 1}{ +nU , 1}{ +nU& を求める。 

212
1
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2
1
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}{}{}{ t

U
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U
tUUU nn
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−

+∆⋅+= +
+ ββ

&&&&
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&&&&
&&  (12) 
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ⅱ) 方程式の分割･縮小 
演算時間の短縮を目的として振動方程式を次のように分割･縮小する。 
(4)式を次式のように分割して表す。 
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 (13) 

このとき、(9)式は次のように分割される。 
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ここで、 
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(14)式を展開して、 
}{}{][}{][ 11 anbabnaaa BUAUA =⋅+⋅ ++

&&&&  (15) 
}{}{][}{][ 11 bnbbbnaba BUAUA =⋅+⋅ ++

&&&&  (16) 
(16)式より、 

( )1
1

1 }{][}{][}{ +
−

+ ⋅−⋅= nababbbnb UABAU &&&&  (17) 
上式を(15)式に代入すれば次式が得られる。 

}{}{][ 1 BUA na =⋅ +
&&  (18) 
ここで、 ][][][][][ 1

babbabaa AAAAA ⋅⋅−= −  
}{][][}{}{ 1

bbbaba BAABB ⋅⋅−= −  
(18)式を解いて 1}{ +naU&& を求め、これを(17)式に代入して 1}{ +nbU&& を求める。 
以上のように、 1}{ +nU&& を求める際に ][A の逆行列を計算する代わりに、より元数が小さな

][ bbA と ][A の逆行列を計算することになり、演算時間が短縮される。分割後の元数がもと

の方程式の 1/2 のとき演算時間は最短となる。もとの元数が奇数の場合は分割前半部分(添
え字” a ”の部分)の元数を切り上げとし、分割後半部分(添え字” b ”の部分)の元数をその残り
とする。 
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c) 接線剛性マトリクス･要素の応力変形 
ⅰ) 軸力要素 

ntt = ～ 1+nt 間における軸力要素の要素座標系接線剛性マトリクス nk][ を次のように求め

る。 
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ここで、 
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 np k ：復元力モデルから求められる ntt = ～ 1+nt 間における軸力要素の接

線軸剛性の予測値 
 nL ： ntt = における軸力要素の長さ 
 nN ：復元力モデルから求められる ntt = における軸力要素の軸力 
復元力特性が非線形の場合の np k は次のように求める。 ntt = における軸力要素の変形(伸び)
を n∆ 、 1+= ntt における軸力要素の変形の予測値を 1+∆np とする。 1+∆np は次式による 1+= ntt に

おける節点変位ベクトルの予測値 1}{ +np U を用いて算定する。 

2
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1
tUtUUU nnnnp

∆
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&&&  (20) 

np k は ntt = における応力-変形点と復元力モデル上の 1+∆np による応力 -変形点を結ぶ線分の
勾配とする。 
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n

i
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1+np N ：復元力モデル上の 1+∆np に対応する応力 

 
 
 
 
 
 
 
 
柱、横架材、まぐさ･窓台の軸剛性は線形とし、 np k は次のように求める。 

l
AEknp
⋅

=  (22) 

ここで、 E , A：柱、横架材、まぐさ･窓台のヤング係数と断面積  
 l：軸力要素の初期長さ 
 

nN 1+np N

n∆  

1+∆np

np k  

応力  

変形

nN
n∆

応力

変形

図14 接線剛性の予測
【変形が増加】 【変形が減少】 

復元力モデル 
1+np N

1+∆np

np k
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柱拘束材の軸剛性も線形とし、当面 9.8(kN/cm)とする。柱拘束材は接する柱材との相対
変形角が限界変形角に達した時点で耐力を喪失するものとして消去する。柱拘束材を消去

する時点で当該材に応力が生じている場合は当該材を消去すると当該材が接続していた節

点に不釣合い力が生じるが、それは応力ベクトル nF}{ に含まれ、次ステップ以降で解消さ

れる。 
節点座標変換マトリクス nT ][ を用いて nk][ は次式のように全体座標系における値 neK ][ に

変換される。 

nn
T
nne TkTK ][][][][ ⋅⋅=  (23) 

neK ][ を nK ][ の所定の位置に順次加算する。 
なお、 ntt = における軸力要素の変形(伸び)を n∆ および軸力 nN は次のように求める。 

0LLnn −=∆  (24) 
ここで、 nL , 0L ： ntt = および 0tt = (初期状態)における要素長 

{ }∑
−

=
+ ∆−∆⋅=

1

0
1 )(

n

i
iiipn kN  (25) 

 
ⅱ) 材端バネ要素 
 図 15 のように、材端バネ要素は横架材芯レベル節点と柱端部レベル節点の間に定義さ
れ、接続する軸力要素の材軸(x)方向と材軸直交(y,z)方向の三つのバネによって構成される。 

 
 
 
 
 
 
 
 
材端バネ要素の要素接線剛性マトリクス nk][ は次のように求められる。 

⎥
⎦

⎤
⎢
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⎡
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k n  (26) 

ここで、 
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⎡
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⎥
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⎡
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][  

nxp k . , nyp k . , nzp k . ：復元力モデルから求められる ntt = ～ 1+nt 間における x,y,z 方向

バネの接線軸剛性の予測値 

nxp k . は非線形とし、図 12 に示す復元力モデルを与える。柱端部の節点は質量が小さく、
かつ柱軸剛性などの高い剛性で拘束されるため応答振動数が高く、(20)式による変位予測
が難しい。よって、前ステップおよび前々ステップの変形･応力をそれぞれ次ステップ予測

値および前ステップにおける値として nxp k . の値を決定する。 nyp k . , nzp k . は線形とし、剛相当

の剛性を与える。その後、 nxp k . が引張変形により引張耐力を喪失した時点または材端バネ

図15 管柱端部バネ要素

※

＊

柱軸部 

(軸力要素) nxp k .

nzp k . nyp k .x

zy
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要素が接する柱材と横架材の相対変形角が限界変形角以上となる時点で耐力を喪失するも

のとして x,y,z 全方向のバネを消去する。ただし、柱端部レベル節点の XY 両方向に柱拘束
材が接続しており、それらが耐力を保持している場合は x 方向バネは圧縮耐力を保持し、
y,z 方向バネは剛性を保持するものとし、柱拘束材のいずれかまたは両方が消去された時点
で全方向バネ要素を消去する。また、柱拘束材の場合と同様に、消去後の不釣合い力は応

力ベクトル nF}{ に含まれ、次ステップ以降で解消される。 

nk][ を nK ][ に組み込む際の座標変換マトリクス nT ][ はバネ要素が接続する軸力要素と同

じものを用いる。 ntt = におけるバネ要素の要素座標系変位ベクトル nu}{ および応力ベクト

ル nf }{ は次のように求める。 

∑
−

=

∆=
1

0

}{}{
n

i
in uu  (27) 

∑
−

=

∆=
1

0

}{}{
n

i
in ff  (28) 

ここで、 ( )ieieii UUTu }{}{][}{ 11 −⋅=∆ ++  

iii ukf }{][}{ ∆⋅=∆  

ieU }{ ：全体座標系における itt = の要素端部節点変位ベク

トル 

 
ⅲ) 多節点曲げ要素 
横架材および通し柱のように曲げに関する剛性と耐力を有する部材に対応する要素と

して図16上段に示す多節点曲げ要素を設定する。多節点曲げ要素は概念的には曲げ剛性が
無限大で軸剛性が0の剛棒要素と剛棒要素間の回転バネからなる直線状の要素集合体であ
り、端部はピン接合である。この概念を実現するために数値計算上は図16下段のように半
剛接剛棒要素と剛接剛棒要素を交互に組み合わせたモデルとする。このとき、多節点曲げ

要素が接続される節点間の並進自由度に関する剛性マトリクスと応力ベクトルは次のよう

に求められる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
剛棒要素端部の要素座標系における変位･応力および回転剛性を図17のように定義する。

このとき半剛接剛棒要素端部の応力ベクトル ne f }{ と変位ベクトル ne u}{ は次のように関係

付けられる。 

nenene ukf }{][}{ ⋅=  (29) 
ここで、 ne k][ ：半剛接剛棒要素接線剛性マトリクス 

T
zjyjxjzjyjxjziyixiziyixine MMMfffMMMffff }{}{ =   

半剛接剛棒要素 剛接剛棒要素 

数値解析上の 

モデル 

力学的概念 

回転バネ

図16 多節点曲げ要素の構成 
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T
zjyjxjzjyjxjziyixiziyixine uuuuuuu }{}{ θθθθθθ=  

 
 
 
 
 
 

 
半剛接剛棒要素接線剛性マトリクス ne k][ は次のように表される。 

⎥
⎦

⎤
⎢
⎣

⎡
=

][][
][][

][
2221

1211

kk
kk

k ne  (30) 

ここで、 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

0=xA  (軸剛性) 

2l
kk

A yjyi
y

+
=  2l

kk
A zjzi

z

+
=  

l
k

B yi
y =  

l
kB zi

z =  

yiy kC =  ziz kC =  

l
k

D yj
y =  

l
k

D zj
z =  

yjy kE =  zjz kE =  

S :ねじり剛性 (本論では0とする) 

ne k][ は次式により全体座標系における剛性マトリクス neK ][ に変換される。 
][][][][ TkTK ne

T
ne ⋅⋅=  (31) 

多節点曲げ要素を構成する半剛接剛棒要素群について、それぞれの端部の全体座標系自由

度に応じて neK ][ を重ね合わせて多節点曲げ要素の全体座標系剛性マトリクス ng K ][ を作成

する。 

xid , xif  

yid , yifzid , zif  

ziθ , ziM , zik  

始端

図 17 自由度の定義

終端

xiθ , xiM , xik  

yiθ , yiM , yik

xjd , xjf

yjd , yjfzjd , zjf

zjθ , zjM , zjk

xjθ , xjM , xjk

yjθ , yjM , yjk  

Ax 0 0 0 0 0
0 Az 0 0 0 Bz

0 0 Ay 0 －By 0
0 0 0 S 0 0
0 0 －By 0 Cy 0
0 Bz 0 0 0 Cz

=][ 11k  

－Ax 0 0 0 0 0
0 －Az 0 0 0 Dz

0 0 －Ay 0 －Dy 0
0 0 0 －S 0 0
0 0 By 0 0 0
0 －Bz 0 0 0 0

=][ 12k

Tkk ][][ 1221 =  

Ax 0 0 0 0 0 
0 Az 0 0 0 －Dz

0 0 Ay 0 Dy 0 
0 0 0 S 0 0 
0 0 Dy 0 Ey 0 
0 －Dz 0 0 0 Ez

=][ 22k  
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次に、剛接剛棒要素の存在を考慮して ng K ][ を並進自由度のみの剛性マトリクス ng K ][ に

縮小する。変位ベクトル ne u}{ を次のように並進に関するものと回転に関するものに分けて

記述する。 
並進： T

zjyjxjziyixinde uuuuuuu }{}{ =  (32a) 
回転： T

zjyjxjziyixinre u }{}{ θθθθθθ=  (32b) 
剛接剛棒要素の曲げ剛性は無限大であることを考慮し、要素端部の x軸回りの回転自由度

は拘束されているものとすると次式が成立する。 
}0{}{][}{][ =⋅+⋅ nrended uIub  (33) 

ここで、 

⎥
⎦

⎤
⎢
⎣

⎡
= T

T

d aa
aa

b
][][
][][

][   

⎥
⎥
⎥
⎥

⎦

⎤

⎢
⎢
⎢
⎢

⎣

⎡

−=

010

100
000

][

l

la  

][I ：6行6列の単位マトリクス 
l：剛接剛棒要素の長さ 

nde u }{ , nre u }{ は次式により全体座標系における変位ベクトル nde U }{ , nre U }{ に変換される。 

ndende uTU }{][}{ ⋅=   nrenre uTU }{][}{ ⋅=  (34) 
上式を(33)式に代入して、 

}0{}{][}{][][ =⋅+⋅⋅ nrended UTUTb  (35) 
上式より nde U }{ と nre U }{ が次のようにバインドマトリクス ][ dreB により関係付けられる。 

ndedrnre UBU }{][}{ ⋅=  (36) 
ここで、 ][][][][ TbTB d

T
dr ⋅⋅−=  

多節点曲げ要素を構成する剛接剛棒要素群について、それぞれの端部の全体座標系自由度

に応じて ][ dreB を重ね合わせて多節点曲げ要素全体のバインドマトリクス ][ drg B を作成する。

この ][ drg B により多節点曲げ要素全体の変位ベクトル ndgU }{ と nrg U }{ も (36)式と同様に関
係付けられる。 

ndgdrgnrg UBU }{][}{ ⋅=  (37) 
全体座標系における多節点曲げ要素全体の応力ベクトル ng F}{ と変位ベクトル ng U}{ の関

係は次のようになる。 

ngngng UKF }{][}{ ⋅=  (38) 
上式を並進自由度、回転自由度の順に要素を並べ替え、次式のように分割する。 
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 (39) 

ここで、 ndg F }{ , ndgU }{ ：並進自由度に関する増分応力ベクトル、増分変位ベ

クトル 

nrg F }{ , nrg U }{ ：回転自由度に関する増分応力ベクトル、増分変位ベ

クトル 
(37)式の関係より、 
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上式より、 

ndgdrgndrgndgnddgndg UBKUKF }{][][}{][}{ ⋅⋅+⋅=  (41) 

ndgdrgnrrgndgnrdgnrg UBKUKF }{][][}{][}{ ⋅⋅+⋅=  (42) 
(14)式の両辺に T

drg B ][ を左乗して、 

ndgdrgnrrg
T

drgndgnrdg
T

drgnrg
T

drg UBKBUKBFB }{][][][}{][][}{][ ⋅⋅⋅+⋅⋅=⋅  (43) 
上式左辺は回転応力(モーメント)に対応する並進応力である。(41)式と(43)式の両辺をそれ
ぞれ加算すると次式が得られる。 

ndgngng UKF }{][}{ ⋅=  (44) 
ここで、 ][][][][][][][][][ drgnrrg

T
drgnrdg

T
drgdrgndrgnddgng BKBKBBKKK ⋅⋅+⋅+⋅+=  

nrg
T

drgndgng FBFF }{][}{}{ ⋅+=  
この ng K ][ を多節点曲げ要素の剛性マトリクスとする。 
振動方程式を解いて ndg U }{ が求められると、(37)式より nrg U }{ が得られ、これらを座標

変換して要素座標系における変位ベクトル ne u}{ とし、(29)式により応力 ne f }{ を求める。

実際の解析ではこれらの処理は材端バネ要素と同様に増分を対象として行う。 
 

ⅳ) 接地反力 
解析の過程で支点以外の節点の Z座標が 0以下となる場合は、当該節点は接地しており、

Z 方向に接地剛性 LK で支持されているものとして、 LK を ][ nK の当該節点 Z 方向の要素に
加算する。 LK の値(kN/cm)は解析の安定性を考慮して次のように設定する。 

LL mK ⋅= κ  (45) 
ここで、 Lm ：接地する節点の質量(t) 

κ：係数 (当面 490 とする) 
また、X,Y 方向には摩擦による抵抗力を考慮する。 ntt = における当該節点の X,Y,Z 座標を

nX , nY , nZ 、 1+= ntt の X,Y,Z 座標の予測値を pX , pY , pZ とする。 1+= ntt における Z 方向反力 zpF

と X,Y 方向の摩擦力 xpF , ypF は、 
pLxp ZKF ⋅=  (46a) 

zpLxp FF ⋅= µ  (46b) 

δ
µ np

zpLyp

YY
FF

−
⋅⋅=  (46c) 

ここで、 Lµ ：接地面の摩擦係数 (当面 0.4 とする) 

22 )()( npnp YYXX −+−=δ  

ただし、 pZ が正の値の場合は zpF , xpF , ypF は 0 とする。摩擦力による X,Y 方向の接線剛性

fxK , fyK を次のように設定する。 

np

xnxp
fx XX

FF
K

−
−

=   
np

ynyp
fy YY

FF
K

−

−
=  (47) 

LK , fxK , fyK を ][ nK の当該節点 Z,X,Y 方向の要素に加算する。 
 

d) 増分累積型座標変換マトリクス 
線材を用いた有限要素法に用いる座標変換マトリクス作成では一般に次の条件を設定
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する 4)。 
材軸が鉛直(Z)方向に一致しているとき 

x 軸は全体座標系の Z 軸の向きにとる 
y 軸は全体座標系の X 軸の向きにとる 
z 軸は全体座標系の Y 軸の向きにとる 

それ以外のとき 
x 軸は材軸方向にとる。 
y 軸は水平面内にとる 
z 軸は材軸を含む鉛直面内にとる 
z 軸は上向きを正にとる 

その結果、 ntt = における座標変換マトリクス nT ][ は次のようになる。 
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⎡
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n
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0][
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0

0  (48) 

ここで、 njni XX .. = かつ njni YY .. = のとき 
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T 0][ 0  

niX . , niY . , niZ . ： ntt = における i端(要素始端)側節点の X,Y,Z 座標 

njX . , njY . , njZ . ： ntt = における j端(要素終端)側節点の X,Y,Z 座標 

ninj XXX .. −= 、 ninj YYY .. −= 、 ninj ZZZ .. −=  

222 ZYXLn ++= 、 22 YXln +=  

大変形問題の場合も解析モデルが軸力要素のみで構成される場合は、要素の軸(x)方向に関
する応力･変形のみが変換の対象となるので支障はないが、材端バネ要素および多節点曲げ

要素のように y,z軸方向の応力･変形も変換の対象とする場合は上述の座標変換マトリクス

X

Y 

Z 

x
y

z

x 
y 

z 

X 

Y 

Z

x 
y 

z 

x
y

z

回転前 回転後 回転前 回転後

(a) Y 軸回りに回転 (b) Z 軸回りに回転 

図18 要素の変位による座標系の変化 
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では問題が生じる。例えば、図 18 のように材軸(x)方向が全体座標系 X 軸方向に一致する
要素が Y 軸または Z 軸回りに 180 ﾟ回転すると、回転後の部材座標系 x,y,z の方向は両者で
異なる。回転後の状態のみに注目して座標変換マトリクスを作成する場合はこの違いを考

慮できない。この問題を解決するために次の増分累積型座標変換マトリクスを用いる。 

∏
=

∆⋅=
n

i
iinitn TTT

1

][][][  (49) 

ここで、 nT ][ ： ntt = における増分累積型座標変換マトリクス 
][ initT ：初期状態における(48)式による座標変換マトリクス 

iT ][∆ ： 1−= itt の要素座標系を全体座標系とみなした場合の itt = の

増分座標変換マトリクス 
 

e) 飛散部材の扱い 
柱材と筋かい材の分離･飛散を考慮する。柱材については材端バネ要素の破断として分

離･飛散は自動的に求められる。筋かい材については引張筋かいの耐力が 0 となった時点
で分離したものとして、その時点の引張筋かい両端の節点に解析可能最小質量を与え、そ

れらの節点の応答加速度･速度･変位を初期値として飛散仮定を別途解析する。 
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3) 解析結果のアニメーション化に関する基礎的検討 
a) はじめに 
解析結果をアニメーション化する手法について基礎的な検討をおこない、具体的なアニ

メーション化システムを試験的に構築した。試作システムの使用性･作業効率および成果物

アニメーションについて技術的な考察を行い、今後の展開を図る。 
 
b) 手法についての基礎的検討 
アニメーション化のプロセスを図 19 に示す。  

 
 
 
 
 
 

図 19 アニメーション化プロセス 
 
①建築物のモデルデータは倒壊解析プログラムの入力として、②各時刻の節点変位は倒壊

解析プログラムの解析結果として与えられる。③補完データについては，本来倒壊解析プ

ログラムの入力として与えられるべきものであるが、今回は補完データとして別に準備し

た。これらのデータをアニメーションとして視覚化する手法、およびアニメーション画像

の種類を表 1 にまとめる。 
 

表 1 視覚化手法･アニメーション画像の種類 
 画像の種

類  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
手法  

①ワイヤフレーム画

像  
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 

②ソリッド画像  ③シェーディング画像  

a.メモリ上
で処理を行

いながらリ

アルタイム

でディスプ

レイに表示  

a-①  
ワイヤフレーム画像

リアルタイム表示  

a-②  
ソリッド画像リアルタ

イム表示  

a-③  
シェーディング画像リア

ルタイム表示  

b.動画ファ
イルを出力

し、市販ビ

ューアによ

り表示  

b-①  
ワイヤフレーム画像

動画ファイル生成  

b-②  
ソリッド画像動画ファ

イル生成  

b-③  
シェーディング画像動画

ファイル生成  

 

①建築物のモデルデータ（節点座標・部材）

②各時刻の節点変位 データ処理  アニメーション 

③補完データ（断面寸法・オフセット）
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a-②，a-③については，計算コストとコンピュータの処理能力を考えると実現化は困難で
ある。また、b-① ,b-②についてはリアルさという点で b-③に著しく劣る。従って今回は
a-①および b-③について、具体的なシステムを試験的に構築した。以下、その概要を述べ
る。 
 
c) ワイヤフレーム画像リアルタイム表示システムの構築 
ワイヤフレームモデルでは、節点を結んだ大きさのない線で各部材を表現する。処理プ

ロセスを図 20 に示す。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 図 20 ワイヤフレーム画像リアルタイム表示システムの処理プロセス 
 

本手法は写実性・視認性が著しく犠牲になるが、主なデータ処理は 3 次元線分の投影のみ
となるため計算時間がほとんどかからないという利点がある。従って、質の高いイメージ

を得ることができるが時間のかかる「シェーディング画像動画ファイル生成」を実行する

前に、アングルを決定するなどのプレビューツールとして有効である。 
 

d) シェーディング画像動画ファイル生成システムの構築 
ⅰ) 概要 
シェーディングモデルでは光による陰影を表現できるため、写実的な画像を得ることが

できる。本手法の処理プロセスを図 21 に示す。 
 
ⅱ) 部材のソリッドモデルの構築 
シェーディングモデルにおいては、各部材を 3 次元的な大きさを持った物体（ソリッド）

として構築する必要がある。入力となる解析結果データには部材の大きさや部材軸回りの

回転に関する情報は含まれていないため、それらを補う必要が生じる。ソリッドモデル、

特に角柱を表現するためのモデルを図 22 に示す。このモデルによって、角柱を空間上に
一意的に表現することができる、なお、OS,OE は部材の取り合い部分を表現するために導

入したパラメータである。時刻 Ti における主軸および部材軸ベクトル e1i，e2i，e3iを以

下の過程で求める。 

モデルデータ（節点・部材）  

節点変位データ [time][Nn] 

視点情報・投影方法の設定  

部材の 3 次元モデル生成  

読み込み  

ディスプレイに描画  

投影処理  

3 次元線分 [time][Nm] 

2 次元線分 [time][Nm] 

（入力・生成データ）  （処理）  
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0e1Re1 ⋅=i  (55) 
0e2Re2 ⋅=i  (56) 

 
ここで e10,e20,e30は各ベクトルの初期値、R は N 軸まわりの回転を表わす行列、N は e30

と e3iに直交する単位ベクトルである。(図 23 参照) 
この手法では、各時刻の主軸・部材軸ベクトルは、端部節点座標のみの関数となるため、

ソリッドモデルも端部座標のみで決まり、変位のプロセスにはよらない。端部座標が一定

の移動の後元に戻った場合、ソリッドモデルも完全に元にもどる（図 23 参照）。この他に、
単位時間前の主軸・部材軸ベクトルと現在の端部節点座標を使用して主軸・部材軸ベクト

ルを求める方法が考えられる。この場合にはソリッドモデルは変位のプロセスに依存する。

いずれのモデルが適切であるかは今後の検討課題である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

モデルデータ（節点・部材）  

節点変位データ[time][Nn] 

視点情報・投影方法の設定  

部材の 3 次元モデルの構築 

読み込み  

レンダリング  
（外部プログラムを使用）  

部材断面データ[Nm] 

動画ファイルに変換  
（外部プログラムを使用）  

後処理  
加工・形式変換など  

ソリッドモデル[time][Nm] 

静止画像[time] 

静止画像[time] 

動画ファイル  

（入力・生成データ）  （処理）  

図21 シェーディング画像動画ファイル生成システムの処理プロセス 
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ⅲ) レンダリング 
レイトレーシング法（光線追跡法）によってソリッドモデルをレンダリングし、各時刻

の静止画像を得る。レイトレーシング法は、計算コストは大きいが、質の高い画像が得ら

れる手法である。レイトレーシング法に関する研究は数多くなされており，技術的な課題

は少ない。今回は外部プログラム「PovRay3.1 MSDOS 版」を使用してレンダリングを
行った。 

 
ⅳ) 後処理 
レンダリングによって得られた画像に必要に応じて後処理を行う。今回は各静止画の右

下に時刻の追加描画を行った。 
 

ⅴ) 動画生成 
静止画から動画を生成するためのソフトウェアも種々市販されている。今回は外部プロ

グラム「Graphic Convertor」を使用して静止画から QuickTime ムービーを生成した。 

e1 

e2 

e3 

Ns 

Ne 

h1 

h2 

b1 
b2 

OS

OE 

[1] 

[0]=[4] 

[2] 

0 4=e3 e3

1e3

2e3

N

0e3

ie3θ

Ns：始点  Ne：終点  
e1：断面主軸 1 を表わす単位ベクトル  e2：断面主軸 2 を表わす単位ベクトル  
e3：部材軸を表わす単位ベクトル  
OS,OE：部材軸方向のオフセット値  h1,h2,b1,b2：断面寸法  

図22 四角柱のソリッドモデル

図23 部材軸の回転
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e) ソフトウェアの構築 
以上の処理を行うための試作ソフトウェアを構築した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

試作ソフトウェアのユーザー処理プロセスを図 25 に示す。グレイ色の項目は外部プログ
ラム上での処理を表わす。外部プログラムの使用に伴い、ファイルの書き出しおよび読み

込み処理が煩雑となり、ユーザーの負担が大きい。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

入力ファイル指定  

アングル指定  

読み込みボタンクリック  

> 
ボタンクリック  

 

Windows 上で  
バッチファイル実行  

PovRay 書き出しボタン 

クリック 

ナンバリングボタンクリック  

GraphicConvertor により 

QuickTimeMovie に変換  

QuickTimePlayer により 

描画 

モデルデータ（節点・

節点変位データ

部材の 3 次元モデルの構築

読み込み  

レンダリング  
（外部プログラムを使用）

部材断面データ[Nm] 

動画ファイルに変換  
（外部プログラムを使用）

後処理  
加工・形式変換など  

ソリッドモデル

[time][Nm] 

静止画像[time] 

静止画像[time] 

動画ファイル  

視点情報・投影方法  

部材の 3 次元モデル生成

ディスプレイに描画  

投影処理  

3 次元線分[time][Nm] 

2 次元線分[time][Nm] 

バッチファイル  

（入力・生成データ）  （処理）  （ユーザー処理）  

図24 試作ソフトウェアの壁面

図25 アニメーション生成のユーザー処理プロセス 
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f) 考察 
ⅰ) 処理時間 
試作システムによる処理時間を表 2 に示す。 

 
表 2 試作システムによる処理時間 

処理  時間  トータル 16 秒，24FPS の
動画作成時  

読み込み  微小  微小  
ワイヤーフレーム表示  時系列数による  16 秒 /回  
3 次元モデルの構築  微小  微小  
レンダリング(PovRay3.1Dos版
による) 

20 秒 /枚  
（800x600 pixel）  

2 時間 8 分  

後処理  約 1 秒 /枚  約 6 分  
動画ファイル構築

(GraphicConvertor Mac 版) 
約 1 秒 /枚  約 6 分  

計 2 時間 20 分  

 
 処理時間のほとんどはレンダリングによるものである。なお、透過や複雑なテクスチャマ
ッピングがないという条件の下では、レンダリング時間は部材の数にはほどんど依存しな

いという結果が得られた。 
 

ⅱ) アニメーションの品質 
動き、画質とも良好である。 
 

ⅲ) ユーザーインターフェイス 
◇ワイヤフレーム表示 
ワイヤフレーム表示は、シェーディング画像動画のためのプレビューとして有効である

が、アングルが完全には一致しないなどの問題点がある。 
◇外部プログラム 
現段階では、レンダリングおよび動画ファイル構築を外部プログラムに委譲しているた

め、 
①外部プログラムの入手およびインストール作業が必要である 
②ひとつのプログラムで全ての作業を行うことができず、煩雑である 

などの問題がある。 
 

g) 今後の課題 
個々のプロセスに関して大きな問題はない。主な課題は解析プログラム、外部プログラ

ムとの連携を強化し、処理の効率化を増大することである。 
 
①解析プログラムとの一体化 
現段階では解析プログラムとのデータのやりとりはテキストファイルを介して行っ

ている。将来的には解析プログラムとアニメーション化プログラムを一体化し、解析お

よびアニメーション化を一連の作業として行えるように改良する。 
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②ワイヤフレーム表示と動画のアングルの一致可。 
③ワイヤフレーム表示画面における光源配置などの機能追加。 
④レンダリングおよび動画ファイル構築機能追加。 
 
いずれも技術的な問題は少なく、機能追加は可能であるが、開発には相当の期間が必要

である。 
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4) 試解析 
a) 解析モデル 
本研究の一環として平成14,15年度に実施された振動台実験の試験体No.3,5,6に対応す

る解析モデルを図26のように構成する。柱、横架材に相当する軸要素の軸剛性および多節
点曲げ要素の曲げ剛性・曲げ強さはヤング係数、曲げ強度の基準値を用いて算定する。そ

の他の条件設定を以下に述べる。 
 

ⅰ) 要素の復元力特性 
筋かい、木ずり(No.6のみ)、ラーメン効果置換ブレース、端部バネ要素の復元力モデル

を図9,11,12および表3に示す。筋かいは引張･圧縮筋かいそれぞれの耐力に図9下段の耐力
係数を乗じる。木ずりに付随する柱拘束材の線形軸剛性は9.8kN/cmとする。端部バネ要素
と柱拘束材の限界変形角は60ﾟおよび45ﾟとする。水平構面の面内剛性は床倍率3.88相当の
値とする。 

 
ⅱ) 接地剛性・摩擦力 
節点が接地した時のZ方向剛性は節点質量(t)に490を乗じた値(kN/cm)とする。そのとき

X,Y方向の摩擦係数は0.4とする。 
 
ⅲ) 質量分布 

柱端部レベルの節点質量は 0.025(t)、その他の節点質量はは当該レベル水平面において
節点間距離を 1/2 に分割する線分により区画される部分に含まれる床･屋根･外壁の重量に
相当する値とする。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 図26 解析モデルの構成

多節点曲げ要素 
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22 , ssP δ  
33, ssP δ  

骨格曲線

復元力

変形 

11, ssP δ

× 
cδ

cK
81/cK
27/cK
9/cK3/cK

変形

4sδ−  

耐力係数
圧縮筋かい 
引張筋かい 

22 , ssP δ 33, ssP δ

11, ssP δ
4sδ特定点 spP

maxδζδ ⋅=M

maxδ
tP

tP⋅α

rδ
rδβ ⋅

maxδγ ⋅−

maxδ−  

Mδ−  0K

骨格曲線

復元力

変形

0K

0.001 
1.0 

22 , ssP δ 33, ssP δ  

特定点 11, ssP δ  

4sδ  

tP  

tP⋅α  

骨格曲線  

復元力 

変形

rδ  
rδβ ⋅  

rK  

図9 筋かい･木ずりの復元力モデル(再掲)

図11 ﾗｰﾒﾝ置換ブレースの復元力モデル
(再掲) 

図12 材端バネ要素の復元力モデル
(再掲) 

表 3 復元力モデルのパラメータ (kN, cm, kN/cm)) 
筋かい※ 1 

部材  
引張  圧縮

木ず

り※ 2

ﾗｰﾒﾝ効果ブレース
※ 3 

(X方向 ) 

柱脚･柱頭  
接合部※ 4 

試験体  共通  共通 共通 共通  3, 6 5 
1 2 階  

方向  共通  共通 共通
正  負  正負

―  ―  

Ps1 0.589 0.589 1.32 6.28 6.28 3.16 9.81 0.59 
Ps2 1.373 3.727 1.64 24.5 18.7 11.8 12.5 0.98 
Ps3 2.157 5.39 0.65 19.6 25.5 13.7 7.16 0.98 
Ps4 0 0 0 0 0 0 ―  ―  
δ s1 0.24 0.24 2.94 8.14 8.14 8.65 0.12 0.30 
δ s2 2.50 3.20 7.08 17.8 14.9 15.1 0.77 1.10 
δ s3 12.0 7.90 28.0 50.0 175 50.0 4.50 1.50 
δ s4 15.0 13.1 40.0 220 225 125 ―  ―  
Psp 0.392 0.39 1.08 ―  ―  ―  ―  ―  
α  0.20 0.20 0.50 0.80 0.30 0.30 ―  ―  
β  0.75 0.75 0.50 0.20 0.20 0.20 ―  ―  
γ  0.70 0.35 0.50 0.30 0.30 0.40 ―  ―  
ε  0.40 0.30 0.60 0.70 0.70 0.30 ―  ―  
ζ  1.05 1.05 1.10 1.20 1.70 1.10 ―  ―  
Kr ―  ―  ―  2.94 2.94 2.94 ―  ―  
Kc ―  ―  ―  ―  ―  ―  245 245 
δ c ―  ―  ―  ―  ―  ―  0.01 0.01 

※1 壁幅910mm当り。2階筋かいの耐力はNo.6 Case2では上記の0.99
倍、その他では0.67倍。 ※2 壁幅910mm当り。 ※3 一層当り。
1,2,4,6,7通りに1/5ずつ割り当てる。No.5の耐力は上記の0.2倍。 ※
4 通し柱2階床レベルは245kN/cmの線形剛性とする。 
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ⅳ) 粘性減衰 
瞬間剛性比例型とし、減衰定数は端部バネ要素で0.05、その他の要素で0.02とする。 

 
b) 解析条件 
 入力波は振動台上で計測された加速度記録とし、入力方向はX,Yの2方向とする。解法は
Newmarkβ法(β=1/4)とし、解析の刻み時間は1/1000secとする。また、多節点曲げ要素
の曲げ剛性と応力は棒要素の曲げに対して剛であることに基づいて並進方向の剛性と応力

に変換する。引張筋かいについて、耐力が0となった時点で分離するものとして、その時
点の両端の応答加速度等を初期値として飛散過程を別途解析する。 

 
c) 解析結果 

No.3について端辺(X)方向の応答層間変位時刻歴および倒壊過程を実験値と比較して図
27、図28に示す。倒壊時刻に若干の相違があるが、応答過程と倒壊状態はほぼ一致してい
る。 
 特定時刻の変形状態を図29～34に示す。E通り･7通りからA通り･1通り方向を見る場合
をAngle1、逆方向に見る場合をAngle2としている。No.6については2種類の復元力モデル
を設定した。それぞれの復元力モデルの相違がわずかであるにも拘らず倒壊挙動は大きく

異なっている。Case2が実験時の目視観察結果に近い。No.7は金物補強が無ことにより全
体的に崩壊する様子が追跡できている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図27 層間変位時刻歴 (No.3, X方向)
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図 28 解析値と実験地の比較 (No.3, Angle1) 
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図 29 解析による倒壊過程 (No.3, Angle1) 
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図 30 解析による倒壊過程 (No.3, Angle2) 
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図 31 解析による倒壊過程 (No.6 Case1, Angle1) 
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図 32 解析による倒壊過程 (No.6 Case2, Angle1) 
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図 33 解析による倒壊過程 (No.7, Angle1) 
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図 34 解析による倒壊過程 (No.7, Angle2) 
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(d) 結論ならびに今後の課題 
1) 震災被害事例および昨年度の中規模震動台実験結果を参考にして、木造住宅の地震時
倒壊パターンを仮定し、解析モデル設定方針を設定した。この設定方針に基づき、部

材の分離･飛散現象の追跡を目的として、昨年度構築した倒壊応答解析の基礎理論を

拡張した。 
2) 拡張された解析理論を用いて応答解析を行ったところ、解析結果は昨年度の中規模振
動台実験の結果に良好に一致すること、部材の分離･飛散現象が追跡可能であること、

および復元力パラメータのわずかな違いにより崩壊パターンは大きく変化すること

が確認された。 
3) 解析結果の三次元アニメーション表示を試行した。柱･梁･筋かい部材を直方体として
表示し、陰影をつけることで視認性が高くなることが確認された。 

4) 今後の課題として次のものが挙げられる。 
◇復元力特性の特定 
本年度の作業により、筋かい壁、木ずり壁、柱脚･柱頭接合部、柱･梁ラーメン効果、

接地反力等の復元力特性が設定されたが、ごく限られた仕様を対象としており、ま

た推定が含まれている。まぐさ･窓台端部接合部も含め、より広範な仕様に対する

復元力特性を特定する必要がある。 
◇水平構面の破壊 
本年度の解析理論によれば横架材端部接合部の破断を表現することも可能である。

しかし、水平構面端部の引張応力は横架材の他に床面材･床根太等によって分担さ

れるため、水平構面の破壊を表現するためには床面材･床根太等を含めたモデル化

について検討する必要がある。また、床面材･床根太等による水平面の復元力特性

を特定する必要がある。 
◇土台・基礎梁を含む場合のモデル化 
土台・基礎梁の曲げ･せん断に対する復元力特性、それらの接合部の引張に対する

復元力特性、および基礎梁下の地盤の変形特性を特定する必要がある。 
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(3) 平成 1６年度業務計画案 
 
(a) 解析対象範囲の設定 
平成14,15年度の作業結果ならびに、本プロジェクトの一環として実施された振動実験および静

的加力実験の結果に基づいて、既知となった耐力壁・接合部等の初期状態から建物の倒壊に至る

変形領域に渡る応力変形特性を整理し、本解析手法の当面の対応範囲を設定する。 
 
(b) 倒壊解析手法の構築 
平成14年度の作業により軸力要素によって構成される解析モデルを用いた倒壊解析が可能と

なった。平成15年度の作業により曲げ要素(梁要素)の追加、および要素の分離・飛散現象解析機
能の追加が行われた。平成16年度はこれらの成果を統合し、任意の木造軸組構法住宅を対象とし
た倒壊解析手法を構築する。 
 
(c) 解析精度の評価 
平成14,15年度に本プロジェクトの一環として実施された振動実験に対応する倒壊解析を行い、

解析結果と実験結果の比較により解析精度を評価する。 
 
(d) 入出力サンプル作成 
本シミュレーションソフトのデータ入力および結果出力はいずれも図化イメージを媒介して行

われることを想定し、入出力画面のサンプルを作成する。 
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